
 
 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

保育緊急５か年計画（改訂版） 
 

～ ３年間 ３０００人の保育所整備の推進 ～ 
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 Ⅰ 「保育緊急５か年計画」における取組  
 
 
   計画策定の時代背景  
 

【【保保 育育をを 取取りり 巻巻くく 時時 代代背背 景景】】～ 大都市における待機児童問題 ～   

わが国の人口は、今後、長期の減少過程に入ると予想されていますが、  

本市を含む、首都圏や３大都市圏では人口の流入に伴う、人口増が続いてい

る状況にあります。  

さらに、女性の社会進出や働き方の変化から、共働き世帯は増加しており、

育児休業制度の普及などの就労環境の変化や景気の後退等による社会経済

状況の変化も相まって、首都圏等においては、保育ニーズが高まっており、

保育所の待機児童も増加している状況にあります。  

本市においても、大規模住宅開発や中高層のマンション等が増えており、

20 歳～40 歳代の「若い世代」の転入が増えていることを要因として、就学

前児童が増加しています。  

また、共働き世帯や核家族世帯が増えていることを背景として、保育所の

利用申請者数は上昇を続けています。  

特に、「保育緊急５か年計画」を策定した平成１９年以降は、毎年、約２

万人の急速な人口増加に伴って、１万４千人台という高い出生数にも支えら

れながら就学前児童数は毎年、約１，０００人ずつ増加しております。  

本市におきましては、保育所利用申請者の割合も毎年平均で約１％ずつ上

昇していることから、大幅な保育受入枠の拡大を図っているにもかかわらず、

保育所の待機児童が増えている状況にあります。  
  

  

  

  

  

  

  

  

  
 

（「川崎市町丁別年齢別人口」より） 
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（「川崎市市民・こども局こども本部こども支援部調べ」より） 

  

  

  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（「川崎市市民・こども局こども本部こども支援部調べ」より） 

  

  

  

  

  

  

  

認可保育所の入所状況の推移
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【本市の保育所入所状況の推移】※出生数は当該年の１月～１２月の数です。

H１４．４ H１５．４ H１６．４ H１７．４ H１８．４ H１９．４ H２０．４ H２１．４
人 口 1,269,979 1,283,956 1,296,895 1,307,304 1,322,432 1,345,306 1,370,020 1,389,784
（対前年比較） 16,718 13,977 12,939 10,409 15,128 22,874 24,714 19,764
出 生 数 13,861 13,379 13,542 13,045 13,849 14,252 14,609 14,650
（対前年比較） ▲ 70 ▲ 482 163 ▲ 497 804 403 357 41
就 学 前 児 童 数 75,933 76,225 76,323 75,712 75,741 76,735 77,817 79,061

（対前年比較） 963 292 98 ▲ 611 29 994 1,082 1,244

( 人 口構 成 比 ） 5.98% 5.94% 5.89% 5.79% 5.73% 5.70% 5.68% 5.69%
利 用 申 請 数 12,069 12,377 12,916 13,204 13,505 14,409 15,013 16,384

（対前年比較） 80 308 539 288 301 904 604 1,371

(就学前児童比率） 15.89% 16.24% 16.92% 17.44% 17.83% 18.78% 19.29% 20.72%
定 員 数 10,845 10,965 11,175 11,295 11,590 12,250 12,785 13,605

（対前年比較） 450 120 210 120 295 660 535 820

入 所 児 童 数 10,727 10,991 11,386 11,676 12,034 12,820 13,475 14,430
（対前年比較） 323 264 395 290 358 786 655 955
待 機 児 童 数 705 699 755 597 480 465 583 713
（対前年比較） ▲ 479 ▲ 6 56 ▲ 158 ▲ 117 ▲ 15 118 130

-2-



 
 

【【計計 画画策策 定定のの 趣趣旨旨 】】～ ５か年計画の進捗状況と見直しについて ～    

「保育緊急５か年計画」は、保育サービスの利用ニーズの高まりや大規模

住宅建設等による人口急増地域の新たな保育需要等に対応するため、平成１

９年度から２３年度までの５年間に約２，６００人の保育受入枠を拡大する

計画として策定しました。  

しかしながら、目標量を上回る保育所を整備している一方で、計画策定時

からの急速な人口増に伴う就学前児童数の増加と、高まる保育サービスの利

用ニーズから保育所利用申請者数は増加しており、計画２年次目から、整備

目標量の前倒し等をするなど、平成２０年度整備において、当初計画で予定

していた７９５人の保育受入枠拡大を上回る９３３人の拡大を図ったもの

の、平成２１年４月時点の待機児童数が増加している状況にあります。  

計画では、３年次目の平成２１年度に予定する当初計画を実施した場合に、

整備目標の約９割にあたる約２，３００人（うち認可保育所で２，０００人）

の保育受入枠拡大を図ることとなります。  

保育を取り巻く時代背景や本市の社会状況から、今後もしばらくは就学前

児童数の増加が見込まれ、さらなる保育サービスの利用ニーズが高まること

も予測されることから、「保育緊急５か年計画」の平成２１年度以降の整備

目標量等を見直し、改訂版を策定することとしました。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「保育緊急５か年計画」に伴う、認可保育所の定員枠拡大は、平成２

２年４月開所予定を含め、保育所は３０か所の増で、約２，０００人

の定員枠の拡大を図ることとなります。  

「保育緊急５か年計画」による認可保育所の整備状況

91266

955655
入所児童数

786
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保 育 所 増

Ｈ18.4 Ｈ19.4 Ｈ20.4 Ｈ21.4

144135123117

12,25011,590保 育 所 定 員

820535定員枠拡大 295 660
13,60512,785

14,43013,47512,82012,034
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(H22.4)
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9
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計画の推進 保育緊急5か年計画
保育基本

計画
（改訂版)
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★「保育緊急５か年計画」の事業目標と実績一覧  
 
実施計画 

整  備  実  績  当 初 計 画 整 備 予 定

項   目  
施策目標 

（２４年度当初まで） H19 年度整備 

（2007 年） 

H20 年度整備 

（2008 年） 

H21 年度整備 

（2009 年） 

認可保育所の整備（新設） １,３８０人増 ９０人増 ６００人増 ５１０人増 

認可外保育施設の認可化 ９０人増 
９０人増 

１か所 
  

公立保育所の民営化 ４００人増 ４０人増 １１５人増 ４５人増 

定員超えの受入れ ４５人増    

小規模認可保育所の整備 ３９０人増 ３１５人増 １０５人増 ９０人増 

認可保育所 計 … （Ａ） ５３５人増 ８２０人増 ６４５人増 

認定保育園の見直し １６０人減 
９０減 

(３０人増) 
  

おなかま保育室の見直し ８０人減  ４５人減  

かわさき保育室の整備 ２１０人増 (６０人増) １５０人増 ９０人増 

商店街店舗活用保育施設

の整備 
８０人増 １７人増  ２０人増 

家庭保育福祉員の受入れ ４０人増 
６人増 

(４人増) 
８人増 １０人増 

企業内保育施設の整備 １００人増   ４０人増 

ﾏﾝｼｮﾝ内保育施設の整備 １００人増   ４０人増 

認可外保育施設 計 … （Ｂ） 
６７人減 

(９４人増) 
１１３人増 ２００人増 

計画の実績 … （Ａ）＋（Ｂ） 
４６８人増 

(９４人増) 
９３３人増 ８４５人増 

計画の達成量（累計） ５６２増 １,４９５人増 ２，３４０人増

※ H19 年度内整備の（ ）書きは、19 年度内に開設等をした数値です。
 

【参考】 

 

５か年計画目標量 ２,５９５人増 
５４６人増 

(９４人増) 
７９５人増 ４７０人増 
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【【計計 画画のの 期期間間 】】～ 高まる保育需要への対応に向けて ～  

この改訂版は、本市の社会状況の変化や保育ニーズの高まりに合わせて、

「保育緊急５か年計画」における平成２１年度から平成２３年度までの３か

年の整備目標量等を見直すものです。 

  

保育施策の充実に向けた計画の推進 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

H１４年度 H１５年度 H１６年度 H１７年度 H１８年度 H１９年度 H２０年度

保育施策の
事業計画

川崎再生
フロンティアプラン

川崎子ども
「夢と未来」プラン

保育基本計画

H２３年度H２２年度H２１年度

第１期　実行計画
（H17～H19）

第２期　実行計画
（H20～H22）

前期計画
(H17～H21)

後期計画
(H22～H26)

かわさき子ども総合プラン
(H10～H16)

保育基本計画
(H14～H23)

保育基本計画（改訂版）
(H19～H23)

事業推進計画（改訂版）
(H17～H19)

事業推進計画
(H14～H18)

保育緊急５か年計画
(H19.7～H23)

保育緊急５か年計画
（改訂版）

(H21～H23)

第3期
実行計画

（H23～H25）

緊急
対応策
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テーマ１  “人口増に伴う就学前児童数増加への対応”  

【本市の社会状況】  

・ 認可保育所の整備計画の再構築  

 ・ 平成２１年度緊急対応策の実施  

 ・ 即応性のある認可保育所整備手法の推進  

テーマ２  “１歳児からの保育所利用申請増加への対応”  

【本市の保育所入所状況】  

・ １歳児からの保育所整備の推進  

 ・ ０歳児と１歳児の定員差の拡大に向けた保育所整備の推進  

 ・ 既存保育所におけるさらなる１歳児入所の促進  

テーマ３  “効果的な認可外保育施策の推進”  

【本市の認可外保育施策の状況】  

・ 低年齢児 (0・1・2 歳児）への効果的な待機児童対策の推進  

 ・ 「かわさき保育室」の利用促進に向けた制度の再構築  

 ・ 「家庭保育福祉員制度」の活用促進  

テーマ４  “公立保育所の民営化推進”  

【本市の民営化の状況】  

・ 「保育緊急５か年計画」における公立保育所民営化の推進  

 ・ 公立保育所の老朽化や定員増を踏まえた民営化手法の選択  

 ・ 民間活力の積極的な導入に向けた、事業者の人材確保等への配慮  
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 Ⅱ 改訂版における事業推進の考え方  
 
 
   就学前児童の保育状況と保育施策推進に向けた取組  
 

【【就就 学学前前 児児童童 のの保保 育育 状状況況 】】～ 人口増と高まる保育需要 ～   

本市の就学前児童数は、大規模住宅開発や中高層のマンション等が増えて

いることなどに伴い、２０歳～４０歳代の「若い世代」の転入が増えている

ことを要因として、平成１８年以降、急速に増加しています。  

本市の人口は、転入超過により増加している状況にありますが、就学前児

童数の増加は、この人口増に伴う出生数の増加が大きな要因となっています。 

そのため、就学前児童の状況としては、０歳～２歳の低年齢児が占める割

合が高くなっており、今後も出生数が、約１万４千人台で推移すると予測し

た場合に、計画期間内においては、就学前児童数の増加が見込まれます。  

こうした、就学前児童の状況や就労環境・家族環境の変化、経済状況から

も保育サービスの利用ニーズが高まることが予測されます。  

本市では、こうした高まる保育需要に対応するため、この改訂版において、

認可保育所の整備目標として、平成２１年度から２３年度までの３年間に、

約３，０００人の大幅な定員増を図っていきます。  

 

 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
 

 

 

 

（「川崎市町丁別年齢別人口」及び「川崎市の世帯数・人口」より） 

 

【就学前児童の推移（年齢別）】※出生数は当該年の１月～１２月の数です。

H１４．４ H１５．４ H１６．４ H１７．４ H１８．４ H１９．４ H２０．４ H２１．４

人 口 1,270,984 1,284,963 1,296,895 1,307,304 1,322,432 1,354,913 1,370,020 1,389,784

出 生 数 13,861 13,379 13,542 13,045 13,849 14,252 14,609 14,650

０ 歳 児 人 口 13,334 13,195 12,887 12,757 12,766 13,415 13,908 14,250

１ 歳 児 人 口 13,282 13,297 13,266 12,962 12,830 13,025 13,648 14,026

２ 歳 児 人 口 12,692 12,996 13,005 12,956 12,601 12,808 12,837 13,373

３ 歳 児 人 口 12,656 12,401 12,681 12,658 12,715 12,505 12,587 12,583

４ 歳 児 人 口 12,033 12,428 12,194 12,377 12,474 12,545 12,411 12,463

５ 歳 児 人 口 11,936 11,908 12,290 12,002 12,355 12,437 12,426 12,366

就 学 前 児 童 数 75,933 76,225 76,323 75,712 75,741 76,735 77,817 79,061
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【【民民 間間事事 業業者者 活活用用 型型 保保育育 所所整整 備備のの 推推進進 】】～ １歳児枠拡大に向けた取組 ～    

本市の保育所利用申請者数は、女性の社会進出や働き方の変化に伴う共働

き世帯や核家族世帯の増加を背景として、年々増加しています。  

特に、「保育緊急５か年計画」を策定した平成１９年以降は、就学前児童

に占める保育所利用申請割合が、毎年平均して１％ずつ上昇している状況に

あります。  

保育所利用申請者を年齢別で見ると、育児休業制度の普及等に伴い１歳児

からの保育所利用申請者数が増加しており、０歳児からの入所を基本とした

既存保育所の定員設定との関係から、保育所利用申請者数と入所児童数との

間に、差が生じている状況にあります。  

これまでも新設保育所の整備にあたりましては、０歳児と１歳児の定員枠

を広げる取組をしながら、大幅な保育所受入枠の拡大を推進してきましたが、

今後は、より効果的な取組も進めていく必要があります。  

改訂版におきましては、こうした取組の１つとして、新たな保育所整備手

法として｢民間事業者活用型保育所整備｣を推進しながら、現在の保育需要に

即応した取組を推進していきます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【就学前児童の保育状況イメージ（年齢別）】

【４歳児】 【５歳児】【０歳児】 【１歳児】 【２歳児】 【３歳児】

育児休業
取 得 者

 不定期・短時間就労・就労希望者
　　　　　　　　　　　　など

幼稚園児

在宅児童

認可保育所入所児童

認
可
外
保
育
施
設
入
所
児
童

１歳児枠

拡 充 策

一 時 保 育 利 用 者

預 か り 保 育 利 用 希 望 者

保

育

ニ

ー

ズ

高

低
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（「川崎市市民・こども局こども本部こども支援部調べ」より） 

 
 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（「川崎市市民・こども局こども本部こども支援部調べ」より） 

 
 
 

認可保育所の入所状況

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳

利用申請者数

定員数

入所児童数

【保育所利用申請者数の推移（年齢別）】※比率は就学前児童数に対する比率

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計
就 学 前 児 童 数 12,766 12,830 12,601 12,715 12,474 12,355 75,741
保 育所 申 請者 数 1,103 2,234 2,507 2,564 2,582 2,515 13,505
（ 比 率 ） 8.64% 17.41% 19.90% 20.17% 20.70% 20.36% 17.83%
就 学 前 児 童 数 13,415 13,025 12,808 12,505 12,545 12,437 76,735
保 育所 申 請者 数 1,311 2,464 2,638 2,778 2,604 2,614 14,409
（ 比 率 ） 9.77% 18.92% 20.60% 22.22% 20.76% 21.02% 18.78%
就 学 前 児 童 数 13,908 13,648 12,837 12,587 12,411 12,426 77,817
保 育所 申 請者 数 1,287 2,801 2,721 2,775 2,839 2,590 15,013
（ 比 率 ） 9.25% 20.52% 21.20% 22.05% 22.87% 20.84% 19.29%
就 学 前 児 童 数 14,250 14,026 13,373 12,583 12,463 12,366 79,061
保 育所 申 請者 数 1,457 3,168 3,117 2,933 2,865 2,844 16,384
（ 比 率 ） 10.22% 22.59% 23.31% 23.31% 22.99% 23.00% 20.72%

H18

H19

H20

H21

【認可保育所の入所状況（年齢別）】※比率は就学前児童数に対する比率 Ｈ２１．４
０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 計

就学前児童数 14,250 14,026 13,373 12,583 12,463 12,366 79,061

利用申請者数 1,457 3,168 3,117 2,933 2,865 2,844 16,384

（比率） 10.22% 22.59% 23.31% 23.31% 22.99% 23.00% 20.72%

定 員 数 1,117 1,945 2,296 2,741 2,745 2,761 13,605

（比率） 7.84% 13.87% 17.17% 21.78% 22.03% 22.33% 17.21%
入 所 児 童 数 1,109 2,300 2,612 2,785 2,795 2,829 14,430

（比率） 7.78% 16.40% 19.53% 22.13% 22.43% 22.88% 18.25%

待 機 児 童 数 109 292 175 92 35 10 713
（比率） 0.76% 2.08% 1.31% 0.73% 0.28% 0.08% 0.90%
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民間事業者活用型保育所整備の考え方 

 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現在の保育所整備（１２０名定員）モデル】 【現在の保育所整備（６０名定員）モデル】
０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

初 年 度
新 規
受 入 枠

6 18 21 24 24 24
初 年 度
新 規
受 入 枠

6 10 11 11 11 11
２ 年 目
以降新規
受 入 枠

6 12 3 3 0 0
２ 年 目
以降新規
受 入 枠

6 4 1 0 0 0

【民間事業者活用型保育所整備（６０名定員）モデル】 【民間事業者活用型保育所整備（3０名定員）モデル】
０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児

初 年 度
新 規
受 入 枠

10 12 12 13 13
初 年 度
新 規
受 入 枠

5 5 5 5 5

２ 年 目
以降新規
受 入 枠

10 2 0 1 0
２ 年 目
以降新規
受 入 枠

5 0 0 0 0

■　事業の概要

★【定員の設定】 　　　　　　　　　★【年齢の設定】
①小規模：３０人程度の定員　　　　　１歳児から就学前まで
②一   般：６０人以上の定員
　
★【募集の方法】　 　　　　　　　　★【整備に要する期間】
　川崎市ＨＰでの公募　　　　　　　　　募集・選定・整備期間を
※物件等を含め事業提案型　　　　 単年度で実施
　
　
★【整備する地域】　　　　　　 　　★【整備に要する費用】
保育需要の高い地域を指定　　　　　川崎市の補助基準に基づき
　（保育所入所状況等から） 　　　　　整備費用等の一部を助成
　

民間事業者活用型保育所整備事業

☆　”保育需要の
        　　高い地域に”

◎駅周辺等の保育需要の高い
地域を指定して募集すること
で、効果的な整備をする。

☆　”利用ニーズの
           高い年齢に”

◎年齢別で、保育所の利用申
請者が、最も多い１歳児から
の保育所を整備する。

☆　”迅速な
        　保育所整備を”

◎単年度で、募集・整備を行
うなど、保育需要に迅速に対
応するため施設改修型等によ
る保育所整備を実施する。

☆　”整備条件の
        　定員幅を拡充”

◎これまでの小規模に加え、定
員６０人以上の施設改修型保育
所の整備を促進する。

１
歳
児
枠
の
拡
充

☆　”安定した
        保育所運営を”

◎整備費用等の一部を川崎
市が助成することにより、
円滑な保育所整備と開設後
の安定した保育所運営を支
援する。

☆　”保育の担い手
        　づくりの促進を”

◎保育所整備を推進していくた
め、公募により、広く保育事業
者を募集し、今後の本市におけ
る保育所運営の担い手づくりを
促進する。
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【【認認 可可外外 保保育育 事事業業 のの 充充実実 】】～ 低年齢児の待機児童対策に向けて ～    

認可外保育施設とは、保育を行うことを目的とする児童福祉法による認可

を受けていない保育施設の総称であり、本市においても、それぞれの運営主

体ごとに多様な保育サービスの提供が実施されています。  

本市の認可外保育事業については、就学前児童のうち、認可保育所への申

請要件となる“保育に欠ける児童”を対象として、事業展開を図っています。  

これまで「保育緊急５か年計画」では、待機児童対策として、認可保育所

に入所できない低年齢児を中心とした保育受入枠の拡大を図ってきました。 

改訂版においては、高まる保育ニーズの中で、特に待機児童の多い低年齢

児（０歳・１歳・２歳児）を中心に、保育受入枠の確保が効果的に図れるよ

うに努めていきます。  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

本市の認可外保育事業 

【認定保育園】 
  

児童福祉法上の認可を受けていない保育施設で、市が定めた一定の基準を

満たし、市長が認定した保育施設に、保育に欠ける児童を対象として、運営

費の一部を援護している。（受入年齢、定員等は各施設ごとに異なる。）  

【おなかま保育室】 
 
認可保育所に申請して、入所要件を満たしているが、入所できない児童を

対象に、本市が設置し、運営委託する認可外保育施設。（受入年齢は生後６か

月から３歳未満で、定員は１５人～３０人程度で施設ごとに異なる。）  

【かわさき保育室】 
 

 認可保育所に申請して、入所要件を満たしているが、入所できない児童を

対象に、月 16 日以上、1 日実働 4 時間以上就労している方の児童を預かる認

可外保育施設。（受入年齢は１歳から３歳、定員は３０人程度で施設ごとに異

なる。）  

【家庭保育福祉員】 
  

保育士などの資格を持ち、乳幼児の保育経験を有する個人が、その家庭で、

保護者に代わって、日中、保育に欠ける児童を預かる制度。（受入年齢は生後

４３日目から３歳未満、受入定員は３人～５人程度で施設ごとに異なる。）  
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【【公公 立立保保 育育所所 のの民民 営営 化化のの 推推進進 】】～ 公表時期見直しと建替え民営化の促進 ～  

本市では、これまでも「行財政改革プラン」において、「民間でできるこ

とは民間で」という原則のもと、簡素で効率的な行財政運営を目指して、保

育部門においても、「保育基本計画（改訂版）」や「保育緊急５か年計画」に

基づき、公立保育所の民営化を推進してきました。  

今後の民営化の推進にあたっては、平成２０年１１月に策定された「川崎

市民間活用ガイドライン」の考え方に基づき、民間活力の導入を図っていき

ます。  

公立保育所の民営化は、これまで公表時期を民営化の１年半前までとして

きましたが、円滑な民営化の推進や建替え等にかかる整備スケジュールなど

を考慮し、公表時期を原則として２年半前までに行うこととしていきます。 

さらに、民営化の手法等についても、公立保育所の老朽化や本市の保育需

要を踏まえ保育受入枠拡大を基本とした建替え民営化を促進していきます。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆改訂版における民営化の推進  
◆平成２３年４月 １園【改築・民営化】   
 ①末長保育園 (60人 )⇒末長保育園跡地保育所 (90人 ) ※定員増は平成23年10月  
◆平成２４年４月 ５園【改築・民営化】  
 ①西大島保育園 (95 人 )⇒西大島保育園跡地保育所 (120 人 ) 
 ②東小倉保育園 (90 人 )⇒東小倉保育園跡地保育所 (120 人 ) 
 ③玉川・玉川乳児保育園 (125 人 )⇒玉川・玉川乳児保育園跡地保育所 (135 人 ) 
 ④百合丘保育園 (60 人 )⇒百合丘保育園跡地保育所 (90 人 ) 

公表時期の見直し  

☆「保育緊急５か年計画」における民営化の推進 
 

◆平成２０年４月 ２園 

 ①日進町保育園 (95人 ) ⇒ ゆめいく日進町保育園 (100人 )【移築・民営化】  
 ②高津保育園   (85人 ) ⇒ ＹＭＣＡたかつ保育園 (120人 )【移築・民営化】  
◆平成２１年４月 ５園 

 ①京町保育園   (  90人 ) ⇒ 京町いづみ保育園 (120人 )【改築・民営化】  
 ②戸手保育園   (  90人 ) ⇒ つくし保育園 (120人 )【改築・民営化】  
 ③南平間保育園 ( 95人 ) ⇒ (120人 )【増築・指定管理化】  
 ④宮前平保育園 (120人 ) ⇒ (150人 )【増築・指定管理化】  
 ⑤白鳥保育園   (  90人 ) ⇒ (120人 )【増築・指定管理化】  
◆平成２２年４月 ５園 

 ①大師保育園 (120人 ) ⇒ (130人 )【指定管理化】  
 ②住吉保育園 ( 95人 ) ⇒ すみよしのはら保育園 (100人 )【移築・民営化】  
 ③坂戸保育園   (  90人 ) ⇒ ( 90人 )【指定管理化】  
 ④宮崎保育園   (150人 ) ⇒ (150人 )【指定管理化】  
 ⑤宿河原保育園 ( 95 人 ) ⇒ ( 95 人 )【指定管理化】  
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 Ⅲ 具体的な実施計画の推進  
 
 
   １ 緊急対応策の実施  
 

【【平平 成成２２ １１年年 度度緊緊 急急 対対応応 策策】】～ 認可保育所で 1,000 人を超える定員増 ～   

「保育緊急５か年計画（改訂版）」のうち、平成２１年度緊急対応策は、

平成２２年４月に向けて、認可保育所で１，０００人を超える定員増を図る

ために、平成２１年度補正予算等による対応を含めて実施していきます。  

  

  

  

  

  

  

  

  

((１１ ))認認 可可 保保 育育 所所 のの 整整 備備   

区  分 平成２１年度緊急対応策 

施 策 目 標 １，１３０人の定員枠の拡大 

 

【平 成 ２１年 度 内 開 設 の整 備 計 画 】  

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 21 年度 

（2009 年） 

平成 22 年度 

（2010 年） 

（武 蔵 小 杉 駅 周 辺 ） 

ﾍﾞﾈｯｾﾁｬｲﾙﾄﾞｹｱｾﾝﾀｰ

武 蔵 小 杉 （中 原 区 ） 

新 築  60 長時間延長保育 
民 設

民 営

施 設 整 備  
（民 間 事 業 者 自 主 整 備 ） 

運 営 開 始  

（Ｈ21.5 開 所 ） 

 

（ 京 町 保 育 園 民 営 化 ）

京 町 いづみ保 育 園  

（川 崎 区 ） 

新 築  

30 増 

90⇒

120

長 時 間 延 長 保 育

一時保育 

民 設

民 営

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 

新 設 ：定 員 増  

（Ｈ21.10 開 所 ） 

 

（元 住 吉 駅 周 辺 ） 

たんぽぽの はら 保 育 園

（中 原 区 ） 

新 築  90 長時間延長保育 
民 設

民 営

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 

運 営 開 始  

（Ｈ21.10 開 所 ） 

 

定 員 枠  計  １８０  

 【平成２１年度 整備計画】 
●認可保育所（市有地貸与）    ３か所：３３０人 
●認可保育所（民間事業者自主整備）３か所：１８０人 
●小規模認可保育所        ３か所： ９０人 
●公立保育所民営化        ３か所： ４５人 
                      計 ６４５人 
※平成 21 年度内の 3 か所 180 人を含む    

【平成２１年度 緊急対応策】 
●認可保育所（民間事業者自主整備） 

５か所：３２０人 
●小規模認可保育所 

４か所：１２０人 
●民間保育所（定員増） 
         ３か所： ４５人 

計 ４８５人

＋

平成２１年度整備合計 ６４５人＋４８５人＝１，１３０人  
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 【平 成 ２１年 度 整 備 計 画 】  

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

保 育 園 名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 21 年度 

（2009 年） 

平成 22 年度 

（2010 年） 

中 瀬 新 生 保 育 園  

（川 崎 区 ） 
新 築  60 長時間延長保育 

民 設

民 営
施 設 整 備  

（民 間 事 業 者 自 主 整 備 ） 
運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

（大 師 保 育 園 民 営 化 ）

大 師 保 育 園 の 

指 定 管 理 化 （川 崎 区 ）

指 定  

管 理  

10 増 

120

⇒

130

長時間延長保育 
公 設

民 営
 

指 定 管 理 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

ｷｯｽﾞﾌﾟﾗｻﾞｱｽｸ 

川 崎 東 口 保 育 園  

（川 崎 区 ） 

新 築  80 長時間延長保育 
民 設

民 営
施 設 整 備  

（民 間 事 業 者 自 主 整 備 ） 

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

ｷｯｽﾞﾌﾟﾗｻﾞｱｽｸ 

川 崎 西 口 保 育 園  

（幸 区 ） 

新 築  60 長時間延長保育 
民 設

民 営
施 設 整 備  

（民 間 事 業 者 自 主 整 備 ） 

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

ｷｯｽﾞﾌﾟﾗｻﾞｱｽｸ 

元 住 吉 保 育 園  

（中 原 区 ） 

新 築  60 長時間延長保育 
民 設

民 営
施 設 整 備  

（民 間 事 業 者 自 主 整 備 ） 

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

（住 吉 保 育 園 民 営 化 ）

すみよしのはら保 育 園

（中 原 区 ） 

新 築  

5 増

95⇒

100

長時間延長保育 
地域子育て支援ｾﾝﾀｰ 

民 設

民 営

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

ももの里 保 育 園  

（中 原 区 ） 
新 築  120

長時間延長保育 

一時保育 

民 設

民 営

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

（認 定 こども園 ） 

新 城 みらい保 育 園  

（中 原 区 ） 

新 築  120
長時間延長保育 
地域子育て支援ｾﾝﾀｰ

民 設

民 営

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

パレット保 育 園 ・高 津  

（高 津 区 ） 
新 築  60 長時間延長保育 

民 設

民 営
施 設 整 備  

（民 間 事 業 者 自 主 整 備 ） 
運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

にじいろ保 育 園 登 戸  

（多 摩 区 ） 
新 築  60 長時間延長保育 

民 設

民 営
施 設 整 備  

（民 間 事 業 者 自 主 整 備 ） 

運 営 開 始  

（Ｈ22.7 開 所 ） 

保 育 園 ｷﾃﾞｨ百 合 丘  

（麻 生 区 ） 
新 築  60 長時間延長保育 

民 設

民 営
施 設 整 備  

（民 間 事 業 者 自 主 整 備 ） 
運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

定 員 枠  計  ６９５  
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 【平 成 ２１年 度 整 備 計 画 （小 規 模 認 可 保 育 所 ）】  

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

保 育 園 名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 21 年度 

（2009 年） 

平成 22 年度 

（2010 年） 

レイモンド川 崎 保 育 園

（川 崎 区 ） 
新 築  30 長時間延長保育 

民 設

民 営
施 設 整 備  

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

レッツ・びー久 本 保 育 園

（高 津 区 ） 
新 築  30 長時間延長保育 

民 設

民 営
施 設 整 備  

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

ｷｯｽﾞﾌﾟﾗｻﾞｱｽｸ 

溝 の口 保 育 園  

（高 津 区 ） 

新 築  30 長時間延長保育 
民 設

民 営
施 設 整 備  

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

もものか保 育 園  

（宮 前 区 ） 
新 築  30 長時間延長保育 

民 設

民 営
施 設 整 備  

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

うぃず宿 河 原 保 育 園  

（多 摩 区 ） 
新 築  30 長時間延長保育 

民 設

民 営
施 設 整 備  

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

ぶどうの実 登 戸 園  

（多 摩 区 ） 
新 築  30 長時間延長保育 

民 設

民 営
施 設 整 備  

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

のぼりっこ保 育 園  

（多 摩 区 ） 
新 築  30 長時間延長保育 

民 設

民 営
施 設 整 備  

運 営 開 始  

（Ｈ22.4 開 所 ） 

定 員 枠  計  ２１０  

  

 【平 成 ２１年 度 整 備 計 画 （民 間 保 育 所 の定 員 増 ）】  

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

保 育 園 名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 21 年度 

（2009 年） 

平成 22 年度 

（2010 年） 

野 川 南 台 保 育 園  

（宮 前 区 ） 
定 員 増  

10 増 

60

⇒

70

長時間延長保育 
民 設

民 営
 

定 員 増  

（Ｈ22.4） 

ｷｯｽﾞﾌﾟﾗｻﾞｱｽｸ 

さぎぬま保 育 園  

（宮 前 区 ） 

定 員 増  

15 増 

45

⇒

60

長時間延長保育 
民 設

民 営
 

定 員 増  

（Ｈ22.4） 

はるひ野 保 育 園  

（麻 生 区 ） 
定 員 増  

20 増 

90

⇒

110

長時間延長保育 

一時保育 
地域子育て支援ｾﾝﾀｰ

民 設

民 営
 

定 員 増  

（Ｈ22.4） 

定 員 枠  計  ４５  
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((２２ ))認認 可可 外外 保保 育育 事事 業業 （（ 川川 崎崎 市市 がが 対対 応応 すす るる ））   

区  分 平成２１年度 

施 策 目 標 ２，３００人を超える入所枠の確保 

 

【“保 育 に欠 ける児 童 ”を対 象 とした本 市 の認 可 外 保 育 事 業 】 

実 施 計 画  

事 業 年 次  

事  業  名  事 業 内 容  平成 21 年度 

（2009 年） 

平成 22 年度 

（2010 年） 

川 崎 市 認 定 保 育 園  援 護 対 象 人 員

本 市 が定 め る要 件 を備 え

た 施 設 を 市 長 が 認 定 し 、

運 営 費 の一 部 を援 護 して

いる認 可 外 保 育 施 設  
１，５８０人  

 

事 業 検 討  

 

家 庭 保 育 福 祉 員  受 入 れ児 童 数

低 年 齢 児 を対 象 に児 童 の

養 育 経 験 と技 能 を 有 する

保 育 者 を 市 長 が 認 定 し 、

保 育 者 の居 宅 において育

児 支 援 を行 う 

５３人  

（８人 増 ） 

７１人  

（１８人 増 ） 

受 入 枠  計  １，６３３ １，６５１ 

 

【“認 可 保 育 所 に申 し込 んだが入 所 できない児 童 ”を対 象 とする認 可 外 保 育 事 業 】 

実 施 計 画  

事 業 年 次  

事  業  名  事 業 内 容  平成 21 年度 

（2009 年） 

平成 22 年度 

（2010 年） 

設 置 か所 数  
１５か所  

（３か所 減 ） 
おなかま保 育 室  

入 所 児 童 数  

３歳 未 満 児 を対 象 に本 市

が 設 置 し 、 運 営 委 託 す る

小 規 模 認 可 外 保 育 施 設
３４５人  

（４５人 減 ） 

 

事 業 推 進  

設 置 か所 数  
７か所  

（５か所 増 ） 

１１か所  

（４か所 増 ） 

かわさき保 育 室  

入 所 児 童 数  

駅 周 辺 の 保 育 需 要 の 高

い 地 域 に １ 歳 児 か ら ３ 歳

児 を対 象 に 設 置 し た認 可

外 保 育 施 設  ２１０人  

（１５０人 増 ） 

３２０人  

（１１０人 増 ） 

受 入 枠  計  ５５５ ６６５ 

※平成２２年度から「商店街店舗活用保育施設」（１か所：２０人）は、「かわさ

き保育室」への事業統合を行う。 
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２ 保育受入枠の拡充  
 
【【計計 画画にに おおけけ るる保保 育育 受受入入 枠枠のの 拡拡大大 】】～ 3 年間で約 3,000 人を超える定員増 ～  

「保育緊急５か年計画（改訂版）」においては、平成２１年度から平成２

３年度までの３年間で、認可保育所で約３，０００人を超える定員増を図る

ために、民間事業者活用型保育所整備等も取り入れながら計画を推進してい

きます。 

 
((１１ ))認認 可可 保保 育育 所所 のの 整整 備備   

区  分 平成２２年度・平成２３年度 

施 策 目 標 各年度１，０００人を超える定員枠の拡大 

 
【平 成 ２２年 度 整 備 計 画 】 

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 22 年度

（2010 年）

平成 23 年度 

（2011 年） 

平成 24 年度

（2012 年）

鹿 島 田 地 内  

保 育 所 整 備 （幸 区 ） 
新 築  120

長時間延長保育 

一時保育 
地域子育て支援ｾﾝﾀｰ

民 設

民 営

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ）
運 営 開 始   

木 月 伊 勢 町 地 内  

保 育 所 整 備 （中 原 区 ）
新 築  100 長時間延長保育 

民 設

民 営

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ）
運 営 開 始  

 

 

宮 前 平 駅 周 辺  

保 育 所 整 備 （宮 前 区 ）
新 築  60 長時間延長保育 

民 設

民 営

施 設 整 備  

（民 間 事 業 者

自 主 整 備 ） 

運 営 開 始   

稲 田 堤 駅 周 辺  

保 育 所 整 備 （多 摩 区 ）
新 築  ７0 長時間延長保育 

民 設

民 営

施 設 整 備  

（民 有 地 活 用 ）
運 営 開 始   

定 員 枠  計  ３５０  
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【平 成 ２２年 度 整 備 計 画 （公 立 保 育 所 の民 営 化 ）】 

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 22 年度

（2010 年）

平成 23 年度 

（2011 年） 

平成 24 年度

（2012 年）

（ 末 長 保 育 園 民 営 化 ）

末 長 保 育 園 跡 地  

保 育 所 （高 津 区 ） 

新 築  

30 増 

60

⇒

90

長 時 間 延 長 保 育

一時保育 

民 設

民 営

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ）
運 営 開 始   

定 員 枠  計  ３０  

※「末長保育園跡地保育所」は、平成２３年４月に民営化、平成２３年１０月に

定員増（６０人⇒９０人）を予定しています。 
 

【平 成 ２２年 度 整 備 計 画 （民 間 事 業 者 活 用 型 保 育 所 ）】 

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 22 年度

（2010 年）

平成 23 年度 

（2011 年） 

平成 24 年度

（2012 年）

民 間 事 業 者 活 用 型 認 可 保 育 所 の

整 備 （１５か所 ） 
690 長時間延長保育 

民 設

民 営
施 設 整 備  運 営 開 始   

定 員 枠  計  ６９０  

 

【平 成 ２２年 度 整 備 計 画 （民 間 保 育 所 の定 員 増 ）】 

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 22 年度

（2010 年）

平成 23 年度 

（2011 年） 

平成 24 年度

（2012 年）

民 間 保 育 所 の定 員 増  ― ― ― 施 設 協 議  
定 員 増  

（Ｈ23.4） 
 

定 員 枠  計  ―  
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【平 成 ２３年 度 整 備 計 画 】 

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 22 年度

（2010 年）

平成 23 年度 

（2011 年） 

平成 24 年度

（2012 年）

戸 手 ２丁 目 地 内  

保 育 所 整 備 （幸 区 ） 
新 築  120

長時間延長保育 

一時保育 
地域子育て支援ｾﾝﾀｰ

民 設

民 営
 

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 
運 営 開 始  

大 宮 町 地 内  

保 育 所 整 備 （幸 区 ） 
新 築  30 長時間延長保育 

民 設

民 営
 

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 
運 営 開 始  

久 地 ３丁 目 地 内  

保 育 所 整 備 （高 津 区 ）
新 築  120 長時間延長保育 

民 設

民 営
 

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 
運 営 開 始  

はるひ野 ４丁 目 地 内  

保 育 所 整 備 （麻 生 区 ）
新 築  120 長時間延長保育 

民 設

民 営
 

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 
運 営 開 始  

定 員 枠  計  ３９０  

 
【平 成 ２３年 度 整 備 計 画 （公 立 保 育 所 の民 営 化 ）】  

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 22 年度

（2010 年）

平成 23 年度 

（2011 年） 

平成 24 年度

（2012 年）

（ 西 大 島 保 育 園 民 営 化 ）

西 大 島 保 育 園 跡 地  

保 育 所 （川 崎 区 ） 
新 築  

25 増 

95

⇒

120

長 時 間 延 長 保 育

一時保育 

民 設

民 営
 

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 
運 営 開 始  

（ 東 小 倉 保 育 園 民 営 化 ）

東 小 倉 保 育 園 跡 地  

保 育 所 （幸 区 ） 
新 築  

30 増 

90

⇒

120

長 時 間 延 長 保 育

一時保育 

民 設

民 営
 

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 
運 営 開 始  

（ 玉 川 ・ 玉 川 乳 児 保 育 園

民 営 化 ） 

玉 川 保 育 園 跡 地  

保 育 所 （中 原 区 ） 

新 築  

10 増 

125

⇒

135

長 時 間 延 長 保 育

一時保育 

民 設

民 営
 

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 
運 営 開 始  

（ 百 合 丘 保 育 園 民 営 化 ）

百 合 丘 保 育 園 跡 地  

保 育 所 （麻 生 区 ） 
新 築  

30 増 

60

⇒

90

長時間延長保育 
地域子育て支援ｾﾝﾀｰ

民 設

民 営
 

施 設 整 備  

（市 有 地 貸 与 ） 
運 営 開 始  

定 員 枠  計  ９５  

 
 
 

-19-



 
 

【平 成 ２３年 度 整 備 計 画 （民 間 事 業 者 活 用 型 保 育 所 ）】 

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 22 年度

（2010 年）

平成 23 年度 

（2011 年） 

平成 24 年度

（2012 年）

民 間 事 業 者 活 用 型 認 可 保 育 所 の

整 備 （１４か所 ） 
630 長時間延長保育 

民 設

民 営
 施 設 整 備  運 営 開 始  

定 員 枠  計  ６３０  

 
【平 成 ２３年 度 整 備 計 画 （民 間 保 育 所 の定 員 増 ）】 

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  整 備 区 分  

定 員  特別保育事業 

運 営

主 体
平成 22 年度

（2010 年）

平成 23 年度 

（2011 年） 

平成 24 年度

（2012 年）

民 間 保 育 所 の定 員 増  ― ― ―  施 設 協 議  
定 員 増  

（Ｈ24.4） 

定 員 枠  計  ―  
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((２２ ))認認 可可 外外 保保 育育 事事 業業 （（ 川川 崎崎 市市 がが 対対 応応 すす るる ））   

区  分 平成２２年度・平成２３年度 

施 策 目 標 ２，３００人を超える入所枠の確保 

 

【“保 育 に欠 ける児 童 ”を対 象 とした本 市 の認 可 外 保 育 事 業 】 

実 施 計 画  

事 業 年 次  

事  業  名  事 業 内 容  平成 22 年度

（2010 年）

平成 23 年度 

（2011 年） 

平成 24 年度

（2012 年）

川 崎 市 認 定 保 育 園  援 護 対 象 人 員

本 市 が定 め る要 件 を備 え

た 施 設 を 市 長 が 認 定 し 、

運 営 費 の一 部 を援 護 して

いる認 可 外 保 育 施 設  

１，５８０人  

事 業 検 討  

 

  

 

家 庭 保 育 福 祉 員  受 入 れ児 童 数

低 年 齢 児 を対 象 に児 童 の

養 育 経 験 と技 能 を 有 する

保 育 者 を 市 長 が 認 定 し 、

保 育 者 の居 宅 において育

児 支 援 を行 う 

７１人  

（１８人 増 ） 

７７人  

（６人 増 ） 

８３人  

（６人 増 ） 

受 入 枠  計  １，６５１  

  

【“認 可 保 育 所 に申 し込 んだが入 所 できない児 童 ”を対 象 とする認 可 外 保 育 事 業 】 

実 施 計 画  

事 業 年 次  

事  業  名  事 業 内 容  平成 22 年度

（2010 年）

平成 23 年度 

（2011 年） 

平成 24 年度

（2012 年）

設 置 か所 数  １５か所  

おなかま保 育 室  

入 所 児 童 数  

３歳 未 満 児 を対 象 に本 市

が 設 置 し 、 運 営 委 託 す る

小 規 模 認 可 外 保 育 施 設

３４５人  

 

事 業 推 進  

 

設 置 か所 数  
１１か所  

（４か所 増 ）
かわさき保 育 室  

入 所 児 童 数  

駅 周 辺 の 保 育 需 要 の 高

い 地 域 に １ 歳 児 か ら ３ 歳

児 を対 象 に 設 置 し た認 可

外 保 育 施 設  ３２０人  

（１１０人 増 ）

 

事 業 推 進
 

 

受 入 枠  計  ６６５  
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((３３ ))ママ ンン シシ ョョ ンン 内内 居居 住住 者者 用用 ・・ 企企 業業 内内 保保 育育 施施 設設 へへ のの 助助 成成   

区  分 平成２２年度・平成２３年度 

施 策 目 標 ﾏﾝｼｮﾝ内（1 か所）、企業内（1 か所）の施設協議の推進 

 

 

実 施 計 画  

事 業 年 次  

事  業  名  事 業 内 容  平成 22 年度

（2010 年）

平成 23 年度 

（2011 年） 

平成 24 年度

（2012 年）

マンション内 居 住 者 用

保 育 施 設 への助 成  
設 置 か所 数  

マ ン シ ョ ン 内 居 住 者 用 保

育 施 設 に 助 成 を 行 う こ と

に よ り 、 就 労 子 育 て 支 援

策 を促 進 する。 

施 設 協 議  

（１か所 ） 

 

 

 

企 業 内 保 育 施 設  

への助 成  
設 置 か所 数  

本 市 が 企 業 内 保 育 施 設

に 助 成 を 行 う こ と に よ り 、

仕 事 と 子 育 て が 両 立 で き

る 子 育 て し や す い 就 労 環

境 の整 備 を促 進 する。 

施 設 協 議  

（１か所 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

“本市の認可外保育事業のあり方の検討について”  

本市の認可外保育事業は、就学前児童のうち、認可保育所への申請

要件となる“保育に欠ける児童”を対象として、事業展開を図ってき

ました。  

「保育緊急５か年計画」では、待機児童対策として、認可保育所に

入所できない低年齢児を中心とした保育受入枠の拡大を図るととも

に、大規模マンション内の居住者用の保育施設への助成や仕事と子育

てが両立できる子育てしやすい就労環境の整備を促進するために、企

業内保育施設への助成の事業化にむけ取組を実施してきました。  

しかしながら、景気の後退等に伴う社会経済状況の大きな変化のな

かで、担い手となるマンション事業者や企業が事業化に向けて、積極

的に取り組みにくい状況にあります。  

また、本市では、高まる保育需要の中で、この改訂版における認可

外保育事業の円滑な推進を図りながら、現在の認可保育所の入所状況

等も踏まえた、本市の認可外保育事業のあり方を検討していきます。  
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   ３ 公立保育所の民営化の推進  
 

【【公公 立立保保 育育所所 のの民民 営営 化化のの 推推進進 】】～ 公表時期の見直しと建替え定員増 ～   

「保育緊急５か年計画（改訂版）」においては、今後の民営化園の公表を

原則として２年半前までに公表することに（１年半前までから）見直すとと

もに、公立保育所の老朽化や保育需要に応じた保育受入枠の拡大を基本とし

て、建替えを中心とした民営化を推進していきます。  
  

((１１ ))公公 立立 保保 育育 所所 のの 民民 営営 化化   

区  分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 

施 策 目 標 ５園(15 人増） １園(30 人増) ５園（95 人増） 

 

【平 成 ２２年 ４月 実 施 予 定 の民 営 化 園 】 

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  

整 備  

区 分  定 員 特別保育事業

運 営

主 体
H21 年度

(2009)

H22 年度 

(2010) 

H23 年度 

(2011) 

H24 年度

(2012)

（大 師 保 育 園 民 営 化 ） 

大 師 保 育 園 の 

指 定 管 理 化 （川 崎 区 ）

指 定  

管 理  

10 増

120

⇒ 

130

長時間延長保育
公 設

民 営
調 整  

運 営  

開 始  
  

（住 吉 保 育 園 民 営 化 ） 

木 月 祗 園 町 地 内  

保 育 所 整 備 （中 原 区 ）
新 築  

5 増

95 

⇒ 

100

長時間延長保育
地域子育て支援ｾﾝﾀｰ

民 設

民 営

調 整  

施 設 整 備

運 営  

開 始  
  

（坂 戸 保 育 園 民 営 化 ） 

坂 戸 保 育 園 の 

指 定 管 理 化 （高 津 区 ）

指 定  

管 理  
90 長時間延長保育 

公 設

民 営
調 整  

運 営  

開 始  
  

（宮 崎 保 育 園 民 営 化 ） 

宮 崎 保 育 園 の 

指 定 管 理 化 （宮 前 区 ）

指 定  

管 理  
150 長時間延長保育

公 設

民 営
調 整  

運 営  

開 始  
  

（宿 河 原 保 育 園 民 営 化 ）

宿 河 原 保 育 園 の 

指 定 管 理 化 （多 摩 区 ）

指 定  

管 理  
95 長時間延長保育

公 設

民 営
調 整  

運 営  

開 始  
  

定 員 枠  計  １５  
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【平 成 ２３年 ４月 実 施 予 定 の民 営 化 園 】 

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  

整 備  

区 分  定 員 特別保育事業

運 営

主 体
H21 年度

(2009)

H22 年度 

(2010) 

H23 年度 

(2011) 

H24 年度

(2012)

（ 末 長 保 育 園 民 営 化 ）

末 長 保 育 園 跡 地  

保 育 所 （高 津 区 ） 

新 築  

30 増

60 

⇒ 

90 

長時間延長保育

一時保育 

民 設

民 営

公 表  

調 整  

調 整  

施 設 整 備  
運 営 開 始   

定 員 枠  計  ３０  

※ 「末長保育園跡地保育所」は、平成２３年４月に民営化、平成２３年１０月に

定員増（６０人⇒９０人）を予定しています。 

 

【平 成 ２４年 ４月 実 施 予 定 の民 営 化 園 】 

実 施 計 画  

事 業 内 容  事 業 年 次  

事  業  名  

整 備  

区 分  定 員 特別保育事業

運 営

主 体
H21 年度

(2009)

H22 年度 

(2010) 

H23 年度 

(2011) 

H24 年度

(2012)

（ 西 大 島 保 育 園 民 営 化 ）

西 大 島 保 育 園 跡 地  

保 育 所 （川 崎 区 ） 
新 築  

25 増

95 

⇒ 

120

長時間延長保育

一時保育 

民 設

民 営

公 表  

調 整  
調 整  

調 整  

施 設 整 備  
運 営 開 始

（ 東 小 倉 保 育 園 民 営 化 ）

東 小 倉 保 育 園 跡 地  

保 育 所 （幸 区 ） 
新 築  

30 増

90 

⇒ 

120

長時間延長保育

一時保育 

民 設

民 営

公 表  

調 整  
調 整  

調 整  

施 設 整 備  
運 営 開 始

（ 玉 川 ・ 玉 川 乳 児 保 育 園

民 営 化 ） 

玉 川 保 育 園 跡 地  

保 育 所 （中 原 区 ） 

新 築  

10 増

125

⇒ 

135

長時間延長保育

一時保育 

民 設

民 営

公 表  

調 整  
調 整  

調 整  

施 設 整 備  
運 営 開 始

（ 百 合 丘 保 育 園 民 営 化 ）

百 合 丘 保 育 園 跡 地  

保 育 所 （麻 生 区 ） 
新 築  

30 増

60 

⇒ 

90 

長時間延長保育
地域子育て支援ｾﾝﾀｰ

民 設

民 営

公 表  

調 整  
調 整  

調 整  

施 設 整 備  
運 営 開 始

定 員 枠  計  ９５  
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★「保育緊急５か年計画（改訂版）」の事業目標  
 
【認可保育所の整備】  
実施計画 

整  備  実  績  

項   目  
施策目標 

（２４年度当初まで） H21 年度整備 

（2009 年） 

H22 年度整備 

（2010 年） 

H23 年度整備 

（2011 年） 

認可保育所の整備（新設） １,９００人増 １，０４０人増 ３５０人増 ３９０人増 

公立保育所の民営化 １７０人増 ４５人増 ３０人増 ９５人増 

民間事業者活用型保育所

の整備 
１,２３０人増 ― ６９０人増 ６３０人増 

民間保育所の定員増 ― ４５人増 ― ― 

認可保育所の定員増 計 １，１３０人増 １，０７０人増 １，１１５人増

 
【本市の認可外保育事業】  
実施計画 

事  業  年  次  

項   目  
施策目標 

（２４年度当初まで） H22 年度 

（2010 年） 

H23 年度 

（2011 年） 

H24 年度 

（2012 年） 

川崎市認定保育園 １，５８０人 事業検討 ― 

家庭保育福祉員 
７１人 

（１８人増） 

７７人 

（６人増） 

８３人 

（６人増） 

おなかま保育室 ３４５人 ― ― 

かわさき保育室 

認可外保育事業 

の入所枠 

 

 

２,３００人を 

超える入所枠の確保

３２０人 

（１１０人増）
― ― 

認可外保育事業による受入枠 計 ２，３１６人  

 
【マンション内居住者用・企業内保育施設への助成】  
実施計画 

事  業  年  次  

項   目  
施策目標 

（２４年度当初まで） H22 年度 

（2010 年） 

H23 年度 

（2011 年） 

H24 年度 

（2012 年） 

ﾏﾝｼｮﾝ内居住者用 

保育施設への助成 

設置か所数 

１か所 

施設協議 

（１か所） 

 
 

企業内保育施設 

への助成 

設置か所数 

１か所 

施設協議 

（１か所） 
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 Ⅳ 今後の保育施策の推進  
 
 
   本市の子育て支援策と保育施策の方向性  
 

【【保保 育育基基 本本計計 画画のの 見見 直直しし 】】～ 新たな“かわさき”の保育施策の方向性 ～   

この改訂版は、計画期間内（平成２１年度～平成２３年度）における３か

年の保育所整備の目標量を見直し、高まる保育需要に合わせて、認可保育所

整備で、約３，０００人の定員増を図ることを中心とした保育受入枠拡大に

向けた計画として策定をしました。  

国では、今後の少子高齢社会を迎え、予想以上に進行している少子化に対

応するため、「子ども・子育て支援」について、政府を挙げた取組を進めて

いく「子ども・子育てビジョン」（平成２２年１月閣議決定）を定めました。  

この大綱においては、保育制度改革を含む新たな次世代育成支援のための

包括的・一元的な制度構築の検討を進めていくこととされています。  

こうした、国の保育制度が大きく変化していくなかで、本市においても、

平成１９年３月に策定した「保育基本計画（改訂版）」を見直し、新たな計

画として策定していく必要があります。  

本市においては、平成２２年度に、新総合計画「川崎再生フロンティアプ

ラン」第３期実行計画や次期「行財政改革プラン」の策定作業が予定されて

おり、さらに、子ども施策の総合的な展開を示した「かわさき夢と未来」プ

ランの後期計画もスタートします。  

したがいまして、平成２２年度においては、本市の基本施策を示す行政計

画との整合性を図るとともに、現在、国において検討されている保育制度改

革の動向にも留意しながら、新たな“かわさき”の保育施策の推進に向けた

「保育基本計画」の策定を進めていくこととします。  
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